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１．はじめに 

地球温暖化に伴う気候変動の影響により，日本にお

いて様々な水災害リスクの増加が懸念されている．気

象庁・気象研究所の地域気候モデル(2005)によると，21

世紀末における再現期間 100 年の日降水量は，現在に

比べ全国的に 20 %程増加すると展望されている．また

有働ら(2013)は，21 世紀末における日本沿岸部の平均

水位が最悪のシナリオにおいて 0.3 m 上昇すると推定

した．さらにOouchiら(2006)は，温暖化実験において，

最大風速の 45 m/sを超える台風の頻度が現在気候より

増加すると推定した．規模の大きい台風頻度の増加に

より，将来的に台風に伴う洪水や高潮，あるいはそれら

の複合水災害が増加すると予測される．既往研究とし

て，秋間ら(2016)は日本全土を対象とし洪水・高潮複合

災害の被害額を推定した．しかし，この研究において潮

位の時間変動が考慮されておらず，また解析の解像度

が 1 kmであり，その精度について議論がなされていな

かった． 

したがって本研究は，実現象の再現性に留意し，洪

水・高潮による複合災害の被害額をより高分解能のデ

ータによって定量的に評価することを目的とした． 

２．洪水・高潮氾濫複合災害被害額推定手法 

沿岸域において，洪水と高潮が同時に発生する可能

性がある．以下，洪水と高潮の同時生起した災害を複合

災害と定義する．複合災害の発生メカニズムとして低

気圧に起因する降雨と海面上昇により，洪水および高

潮の同時に発生することが考えられる．この仮定に基

づき，複合災害を引き起こす要因となる降水量および

潮位のデータとして，秋間ら(2016)により年最小気圧と

日降水量，および年最小気圧と潮位偏差の関係から算

出された各再現期間の日降水量および潮位偏差のデー

タを使用することとした． 

本研究は，氾濫モデル上において潮位の時系列変化

を考慮できるように，時間的に変動する潮位データを

作成した．初めに，実際に洪水・高潮複合災害による被

害の報告された台風をモデルとして，1時間間隔 24時

間分の潮位偏差の変動パターンを作成した．続いてそ

の潮位偏差の変動パターンの最大値に，各観測地点に

おける再現期間 50 年ならびに 100 年の潮位偏差デー

タを代入することにより，地点ごと再現期間ごとの 24

時間にわたる 1 時間間隔の潮位偏差データを得た．次

に，その潮位偏差データに地点ごとの年平均潮位を加

えることにより，洪水・高潮複合災害の要因となる潮位

の時系列変化を作成することとした． 

これらの降水量および潮位のデータを逆距離荷重法

により日本全土に分布させた後，氾濫モデルに入力し

て浸水深を算出した．なお，この氾濫解析において氾濫

原と河道を分割して取り扱い，河道から氾濫原へ流入

した氾濫水の挙動を二次元不定流モデルによって表現

した． 

最後に，治水経済調査マニュアル（案）を参考に，上

記の方法により算出された浸水深に対応した被害率や

土地利用に応じた被害額単価の設定を行い，それらを

もとに被害額を算出した． 

浸水深ならびに被害額の計算の空間解像度は 3 次メ

ッシュ（約 1 km四方）ならびに 5次メッシュ（約 250 

m 四方）とした．現在の土地利用と平均標高値に従い

氾濫水の挙動を表現した計算から得られる潜在的な被

害額を算出した．続いて，以下の方法により治水構造物

による効果を考慮した．日本において国土交通省は一

級河川や都市河川の計画規模を概ね 1/50以下として設

定している．さらに，発生確率の低い再現期間 100 年

以上の災害は年期待被害額に大きな影響を及ぼさない．

したがって，治水整備の計画規模の現況からの引き上

げによる便益としての年平均期待被害額を以下の式(1)

により算出することとした． 

AED =
PD(50) + PD(100)

2
× (

1

50
−

1

100
) (1) 
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ここで，AED：年平均期待被害額，PD(x)：再現期間 x

年における潜在被害額である．この年平均期待被害額

は，50年に 1回の洪水に耐えうるよう設計された治水

構造物のある地域において，今後発生しうる被害を 1年

当たりの被害額として平均化したものである． 

３．結果 

3 次メッシュ解像度の氾濫計算により推定された洪

水・高潮複合災害の年平均期待被害額は，日本全土で総

計して 1 兆 692 億円であった．一方，5 次メッシュ解

像度の氾濫計算から求められた・高潮複合災害の年平

均期待被害額は，日本全土で総計して 9822億円と推定

された．両者の違いは約 8 %であり，5次メッシュ解像

度による推定結果の方が近年の日本全国における水災

害被害額の平年値と近いことが示された． 

図-1に再現期間 100年の洪水・高潮複合災害につい

て空間解像度の違いによる浸水領域の違いを示す．解

析対象とした沖縄を除く 46 都道府県の全てにおいて，

5 次メッシュ解像度のほうが浸水面積の小さい結果と

なった．表-1に再現期間 100 年の洪水・高潮複合災害

について都道府県別・浸水深別に空間解像度の違いに

よる浸水面積の違いを示す．なお 5 次メッシュ解像度

のほうが浸水面積の小さい場合に負の数として表現し

ている．表-1 から，5 次メッシュ解像度のほうが浸水

領域全体に対する浸水深の深い領域の割合が高くなる

傾向にあることが分かる． 

表-2 に洪水・高潮複合災害について都道府県別・浸

水深別に空間解像度の違いによる年平均期待被害額の

違いを示す．なお 5 次メッシュ解像度のほうが被害額

の小さい場合に負の数として表現している．表-1，表-

2から，浸水面積の増減と年平均期待被害額の増減は必

ずしも対応していないことが分かる．これは，図-1 に

示されるように浸水領域の差が経済的被害の出にくい

河川上流部において主に生じているためと考えられる． 

４．結論 

本研究から，以下の結論を得た． 

1） 洪水・高潮複合災害の年平均期待被害額は氾濫計

算の空間解像度の詳細化により約 8 %減少した． 

2） 洪水・高潮複合災害の氾濫面積は氾濫計算の空間

解像度の詳細化により約 15 %減少した． 
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図-1 再現期間 100 年の洪水・高潮複合災害による浸水領域 

表-1 再現期間 100 年の洪水・高潮複合災害の 

空間解像度による浸水面積の変化割合 (%) 

 

表-2 洪水・高潮複合災害の空間解像度による 

年平均期待被害額の変化割合 (%) 
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